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｢花咲スポーツ公園新ア
リーナ等基本計画｣の検討
に合わせて整理

１



新アリーナ必要機能・規模ゾーニング

２



公設＋指定管理 DBO BTO
BT+コンセッ
ション

リース(民間建設
借上)

その他

公共負担
あり(運営権対価
により圧縮可)

あり －

資金調達 －

施設所有 民間 －

公共負担 あり －

事業の継続性 公共の関与 強い 弱い －

小 大 －

5 10 17 7 2 3

3 1 0 1 0 2

0 4 7 2 0 0

0 2 3 1 0 0

2 2 3 2 1 1

0 1 4 1 1 0

事業方式

あり

公共 民間(公共は平準化が可能)

公共

あり 事業による

強い(モニタリング等）

民間ノウハウの発揮の可能性

事業者の回答

建設・不動産(市内)

建設・不動産(市外)

維持管理

運営

リース

設計・建設

維持管理

一般競争入札：２
民設民営：１

民間事業者の参入意向については一定数あることが確認された

３



  従来 DBO BTO BTC※
財政支出額
（実額） 214.0億円 201.0億円 209.0億円 208.8億円

財政支出額
（現在価値） 191.9億円 179.2億円 183.6億円 183.4億円

VFM（金額） － 12.7億円 8.3億円 8.5億円
VFM（割合） － 6.6％ 4.3％ 4.4％

運営期間15年、新アリーナ単体

  従来 BTC
財政支出額
（実額）

239.3億円 242.9億円

財政支出額
（現在価値）

212.2億円 208.9億円

VFM（金額） － 3.3億円
VFM（割合） － 1.5％

運営期間30年、新アリーナ単体

  従来 DBO BTO BTC※
財政支出額
（実額） 233.5億円 219.4億円 227.5億円 227.2億円

財政支出額
（現在価値） 209.7億円 196.0億円 200.4億円 200.2億円

VFM（金額） － 13.7億円 9.3億円 9.5億円
VFM（割合） － 6.5％ 4.4％ 4.5％

運営期間15年、既存公園施設の維持管理・運営あり

  従来 BTC
財政支出額
（実額）

258.8億円 261.3億円

財政支出額
（現在価値）

230.0億円 225.8億円

VFM（金額） － 4.2億円
VFM（割合） － 1.8％

運営期間30年、既存公園施設の維持管理・運営あり

※市場調査の結果からBTC方式では運営期間30年の想定であるが、横比較のため運営期間15年の場合のVFMも記載している

※ 今回のＶＦＭは、「公共施設」として整備運営するという同一の目的の事業手法を比較するために算出したものである。
　 民間施設として整備運営することを想定した「リース方式」と「民設民営方式」のＶＦＭは、算出の前提となる条件等が異なり、「公共施設」として整備運営

する事業手法との比較になじまないため、算出していない。 ４



*1　今回のＶＦＭは、「公共施設」として整備運営するという同一の目的の事業手法を比較するために算出。民間施設として整備運営することを想定した「リース方式」と「民設民
営方式」のＶＦＭは、算出の前提となる条件等が異なり、「公共施設」として整備運営する事業手法との比較になじまないため、未算出。

*2　市の支払いとして、毎年のリース料又は使用料の支払いを想定。一般に、リース料は固定資産税等の転嫁分により不利となる傾向(企業独自のノウハウにより不利とならない
場合もある）。民設民営の参入意向企業から低コストの回答。

*3　既存施設の管理運営は新アリーナと別途発注となる想定。

従来 DBO BTO BTC リース 民設
民営

定性評価 △ △ ○ ◎ △ ○
　財政平準化 △ △ ○ ○ △ ○
　民間ノウハウ発揮 △ △ ○ ◎ ○ ○
　事務負担 △ △ ○ ◎ ○ ○
　スケジュール ○ △ △ △ △ △
　競争性 ○ ○ ○ △ △ △
　事業継続性 △ △ ○ ○ △ △
民間事業者の評価 △ ○ ◎ ○ △ △
　アンケートで選択した社数 ５ 10 17 ７ ２ １
定量的評価 － ◎ ○ ○ △ ◎
　新アリーナのみ・運営15年 VFM － 6.6% 4.3% 4.4% －

*1*2
ー

*1*2　新アリーナのみ・運営30年 VFM － － － 1.5%
　既存施設あり・運営15年 VFM － 6.5% 4.4% 4.5% －

*1*3
－

*1*3　既存施設あり・運営30年 VFM － － － 1.8%
総合評価 △ ○ ◎ ◎ △ ○

５



６



DBO手法・ＰＦＩ手法（BTO・BT
コンセッション）

リース方式(民間施設借上げ)
・民間施設として整備運営

※[公共施設]として整備運営の場合 ※[民間施設]として整備運営の場合

【選定に向けての論点】
　「より質の高い公共サービスの市民等への提供」 と　「より少ない財
政支出」　のバランスを保ちながら事業を進めるため
　・民間の自由度をどの程度高めるべきか
　・アリーナを保有するか否か　　　　　　　等
【有識者からの意見聴取を実施】

事業者募集に向けた検討に着手

付帯事業の内容、リスク分担、事
業期間中の既存施設の改修に関
する取り決め　等

実現可能性の確認、事業の継続
性の確保、既存施設の維持管理・
運営の発注方法　等

R7.12月頃には事業者募集の開始を想定

￥

（旭川市PFI活用指針により）

※ｽﾃｯﾌﾟ3,4は具体
の事業手法によ
り手続きが異な
る場合がある

R８上半期には事業者の選定を想定 ７


